
1 
1－1 廃棄物の発生抑制と再使用・再生利用の
推進

) ごみゼロ社会実現プランの策定

ごみの発生や排出が極力抑制され、家庭や事業

所から出る不用物は最大限資源として有効利用さ

れる「ごみゼロ社会」の実現をめざし、ごみの分

別や堆肥化など再資源化の徹底や、そのための基

盤づくり、体制づくりの促進の支援、廃棄物の発

生が抑制される生活様式への転換の促進などに取

り組むため、ごみの減量化に関する手法やごみの

実態調査等を行うとともに、県民、事業者、市町

村等との連携のもとごみの減量化に向けた具体的

な将来像と道筋を明らかにするごみゼロ社会実現

プランを策定します。

* ごみ減量化モデル事業の実施

行政と事業者、住民、ＮＰＯが協働で取り組む

廃棄物の循環的利用を支援します。

+ 産業廃棄物の発生抑制等の技術開発・施設設備

への支援

県内の産業廃棄物排出事業者等の産業廃棄物の

排出抑制やリサイクル等の取組に対して、産業廃

棄物抑制の研究開発・機器整備の補助制度によ

り、環境への負荷が少ない持続的な発展が可能な

企業の育成を支援します。

, グリーン購入の取組促進

ア 環境への負荷が少ない商品やサービスを優先

的に購入するグリーン購入を県内に普及するた

め、平成15年１月に設立した「みえ・グリー

ン購入倶楽部」の活動を支援し、グリーン購入

に関する地域の身近な情報の収集及び発信を行

うとともに、地域における環境負荷の少ない商

品やサービスの市場形成を促し、循環型社会の

構築を目指します。

イ 東海三県一市の各自治体が連携し、企業等と

協働で、効率的にキャンペーンを実施し、グリ

ーン購入について広報します。

- リサイクル製品の利用促進

三重県リサイクル製品利用推進条例により認定

資源循環の推進

した製品の県での優先的な使用に努めるととも

に、認定リサイクル製品の利用拡大のため、生産

者等の展示・広報事業に対して支援を行います。

. 容器包装リサイクルの促進

三重県第３期分別収集促進計画に基づき、市町

村等の第３期分別収集計画の円滑な推進を支援

し、容器包装リサイクル法によるリサイクルの推

進を図ります。

/ 使用済自動車等の適正処理

ア 関連業者の許可及び登録

解体・破砕業者に関する許可及び使用済自動

車の引取業者・フロン類の回収業者に関する登

録事務を的確に行うとともに、これら事業者の

名簿を公開し、当該名簿の問合せに対して迅速

に対応できる体制をとります。

イ 対象業者等に対する啓発及び指導等

各自動車関連事業者や県民（自動車所有者）

に法の内容を周知するとともに、関連事業者の

施設整備や適正処理等について指導等を行いま

す。

0 建設廃棄物の再資源化等の促進

建設リサイクル法に基づき、建設物の解体・新

築に伴い発生する特定建築資材廃棄物の分別解体

と再資源化を推進するため、必要な情報提供を行

うとともに再生資材の利用促進を支援します。

1 公共事業における建設副産物の再生利用の推進

リサイクル資材の新技術、新資材の情報収集及

び広報を行い、リサイクル資材のより一層の利用

を推進します。

2 ＲＤＦ処理の安全性の確保

平成15（2003）年８月に発生したＲＤＦ焼

却・発電施設における事故に対応するため、ＲＤ

Ｆ製造施設や利用施設の安全対策に取り組み、廃

棄物処理の信頼を確保します。

3 下水道汚泥の有効利用

下水道汚泥のより一層の有効利用を推進しま

す。

4 浄水場の汚泥の有効利用

浄水場発生汚泥のより一層の有効利用を推進し
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- し尿処理体制の整備の促進

し尿の海洋投入を平成19（2007）年１月末ま

でに全廃するため、陸上処理施設が整備されてい

ない市町村等に対し、し尿の海洋投入処分の解消

に向けた働きかけ及び情報提供を行い、施設整備

を促進します。

1－3 不法投棄等の不適正処理の未然防止と是
正措置

) 産業廃棄物処理等の監視指導

処理業者、排出事業者等への立入検査等通常の

監視活動のほか、早朝・夜間・休日の監視、隣接

県との共同路上検査、スカイパトロール等を通じ、

積極的な監視活動を行うとともに、廃棄物ダイヤ

ル110番等による通報に即応します。

さらに、市町村と産業廃棄物に係る立入検査協

定を締結して立入検査権限を付与するとともに、

県内森林組合と不法投棄等の情報提供の協定を締

結し、不法投棄等の未然防止を図ります。

また、違反業者に対する厳しい行政処分と悪質

な不法投棄事案に対する告発を的確に行います。

* 安全性確認調査の実施

過去に行われた産業廃棄物の不法投棄など不適

正処理事案のなかには、生活環境保全上、特に支

障が認められないものの、原因者が不明であった

り、原因者に資力がないといった理由から、長期

にわたり放置されているものがあります。

このような長期間放置され、撤去・改善の見込

みがない事案について、県民の不安を払拭するた

め、平成16年度からの三重県総合計画「県民しあ

わせプラン」における重点プログラムの一つとし

て、不法投棄等是正推進事業「安全性確認調査」

を３年計画で取り組みます。

+ 環境修復対策の推進

桑名市五反田地内における産業廃棄物の不法投

棄について、原因者が必要な措置を講じなかった

ため、原因者に代わって県が行政代執行により生

活環境保全上の支障の除去を継続して行います。

2 
2－1 温室効果ガス削減対策の推進
) 産業部門における対策の推進

ア 地球温暖化対策計画の策定等の促進

三重県生活環境の保全に関する条例に基づき

一定規模の工場・事業場（第１種エネルギー管

理指定工場135社）が地球温暖化対策計画を策

定するよう働きかけます。また、今年度は、第

１種エネルギー管理指定工場を訪問し、同計画

のフォローアップを行います。

イ 普及啓発の推進

県内企業との間で、地球温暖化対策に関する

定期的な意見交換会を開催します。

* 運輸部門における対策の推進

ア 低公害車の普及促進

地球温暖化対策の普及・啓発のため、「こど

も低公害車体感フェア2004」を「こどもかん

きょう体感フェア2004」に合わせ開催します。

+ 民生部門における対策の推進

ア 三重県地球温暖化防止活動推進センターによ

る取組の推進

地球温暖化防止の活動拠点として５月に6三

重県環境保全事業団を「三重県地球温暖化防止

活動推進センター」に指定し、実効性ある温暖

化防止活動の検証、地球温暖化防止活動推進員

の養成、啓発・広報活動などを行います。

イ 地球温暖化対策地域協議会による取組の促進

地域に根ざした温暖化防止活動を行う「地球

温暖化対策地域協議会」の設立を促進するため、

地域協議会が行う事業に対する補助制度の創設

や設立に向けた講演会やセミナーを開催しま

す。

ウ 市町村等における地球温暖化対策実行計画の

策定促進

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づ

き、県内市町村の実行計画策定に協働して取り

組みます。

エ 三重県地球温暖化対策率先実行計画の見直し

地球温暖化の防止
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県自らが率先して事務・事業による温室効果

ガスの排出削減に取り組むために、「三重県庁

地球温暖化対策率先実行計画」の推進に取り組

みます。また、今年度に同計画の内容を見直し

ます。

オ 普及啓発の推進

① 地球温暖化防止ポスター等の募集

地球温暖化防止の普及・啓発の一環として

小中学生を対象に、ポスターと三重県地球温

暖化防止活動推進センターのロゴマークを募

集します。

② 大型店舗等省エネルギー化対策事業

民生系（事業所）の地球温暖化対策として、

ビル管理法の対象である大型店舗等に対し、

省エネルギー等の温室効果ガス削減対策計画

等の策定を働きかけます。

カ 関西広域連携協議会における地球温暖化対策

の推進

関西広域連携協議会の地球温暖化対策推進Ｗ

Ｇに参加し、「関西エコオフィス宣言」「地球温

暖化防止活動推進員関西合同研修会」「夏のエ

コスタイルキャンペーン」に取り組みます。

, その他

ア 事業者等の二酸化炭素排出削減の促進

事業者等のCO２削減の実効性を確保するた

め、県民や事業者との協働のもと、条例の改正

も視野に入れた新たな制度を検討します。

イ 温室効果ガス削減事例集の作成

産業、運輸、民生部門における具体的な温室

効果ガス削減メニューを参考事例集としてまと

めます。

ウ フロン対策の推進

フロン回収破壊法に基づき、フロン類の確実

な回収破壊を推進します。

事業者に対しては、法に定められた適正な業

務の徹底を図るため、立入検査等を実施します。

また、ホームページ等でのＰＲによりフロン

回収破壊法の周知を図り、フロン類の適正な処

理について普及啓発します。

2－2 エネルギーの適正利用の推進
地域における省エネルギーの取組促進

地球温暖化防止活動推進員を活用し、地域にお

ける省エネルギーへの取組や省エネルギー機器の

導入を促進します。

2－3 新エネルギーの導入促進
新エネルギーの導入を図るため、平成11（1999）

年度に策定した「三重県新エネルギービジョン」

に基づき、その具体化のために平成16（2004）

年度は次のことに取り組みます。

) 県施設への率先導入

県民への新エネルギー普及啓発を行うため、平

成12（2000）年度に策定した「公共施設等への

新エネルギーの導入指針」に基づき、県立学校や

県立病院など県の公共施設や公共事業を対象に新

エネルギーの率先導入を進めます。

* 太陽光発電システムの導入支援

県内への新エネルギー導入を促進するため、住

宅用太陽光発電設備及び学校への太陽光発電設備

に対する補助事業を実施します。

ア 三重県住宅用太陽光発電システム普及支援事

業

住宅用太陽光発電システムへの補助事業を実

施している市町村に対し、その経費の１／２相

当額を補助します。

イ 三重県エコスクール支援事業

学校施設に太陽光発電システムを設置する市

町村、一部事務組合または学校法人に対して、

その経費の１／６相当額を補助します。

+ 普及啓発

新エネルギーの普及啓発事業として、セミナー、

学習フェア等の開催や市町村新エネルギー担当者

を対象とした研修会を実施します。

, バイオマスエネルギーの導入促進

バイオマスエネルギーの導入促進のため、平成

15（2003）年度に策定した「三重県バイオマス

エネルギー利用ビジョン」に基づき、県民、市町

村等への普及啓発活動など推進基盤づくりを進め

るとともに、パイロットプロジェクトの実施に向

け、モデル的な取組を実施するにふさわしい地域

の選定を行っていきます。
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促進するため、天然ガス供給施設の整備をガス供

給業者に要請するとともに、自動車ＮＯｘ・ＰＭ

法対策地域内の事業者が天然ガス自動車を導入す

る際、導入に要する経費の一部を国と協調して補

助します。

- ディーゼル微粒子除去装置の導入促進

健康への影響が指摘されている浮遊粒子状物質

の削減を図るため、自動車ＮＯｘ・ＰＭ法対策地

域内の事業者等がディーゼル微粒子除去装置を導

入する際、導入に要する経費の一部を国と協調し

て補助します。

. アイドリング・ストップの推進

駐車場管理者が行うアイドリング・ストップの

周知への支援及び県民へのアイドリング・ストッ

プの普及啓発を進めます。

/ 交通情報提供システム（AMIS）の整備

平成10（1998）年度から交通情報提供システ

ムの整備に着手し、北勢、中勢地域の主要幹線道

路を中心に情報収集提供装置（光ビーコン）を整

備して、平成12（2000）年４月から同システム

の運用を開始しました。これにより既存の交通情

報板等と合わせて交通情報を提供することとな

り、交通流の分散を促し交通の円滑化を図ってい

ます。

平成16（2004）年度も引き続き情報収集提供

装置（光ビーコン）（60基）を整備し、同システ

ムの北勢地域での更なる拡充整備に努めていきま

す。

0 交通管制システムの拡充整備

交通の円滑化を図るため、交通管制システムの

拡充整備を行い、広域的な信号制御を実施します。

具体的には、信号機の集中制御化（13基）を整備

していきます。

1 信号機の高度化改良とＬＥＤ式信号灯器の導

入

幹線・生活道路における交通の安全と円滑化を

図るため、信号機の機能の高度化改良整備を進め

るとともに、引き続き主要交差点において、ＬＥ

Ｄ式信号灯器（約650灯）の導入を進めることに

よって交差点付近での交通事故防止及び消費電力

の削減を図っていきます。

3－3 騒音・振動の防止
) 工場・事業場に対する規制・指導等

騒音規制法、振動規制法及び三重県生活環境の

保全に関する条例に基づき、市町村と連携して、

規制対象工場・事業場への立入検査や指導、啓発

を行います。

また、規制事務の迅速・適正化を図るため、

「感覚公害ハンドブック」を活用します。

* 都市生活騒音対策

ア 近隣騒音対策

生活騒音の防止のためのモラルの高揚を図る

ため、パンフレット等による啓発活動を実施し

ます。

イ 未規制事業場（施設）対策

未規制事業場（施設）による騒音苦情の実態

を把握するため、市町村との連携を図りつつ、

騒音測定等を適宜実施します。

+ 主要道路沿道の騒音マップの作成の検討

環境騒音（道路に面する地域）の地域評価を、

道路に面する一定地域内の住居等のうち騒音レベ

ルが環境基準値を超過する戸数及び超過する割合

で評価する面的評価で行うとともに、沿道におけ

る騒音の状況を把握するために、主要道路沿道の

騒音マップの作成について検討します。

3－4 悪臭の防止
) 工場・事業場に対する規制・指導等

工場等に対して、市町村と連携して悪臭の防止

の指導・啓発を行います。

また、規制事務の迅速・適正化を図るため、

「感覚公害ハンドブック」を活用します。

* 規制地域の拡大

悪臭防止対策を推進するため、濃度規制の地域

拡大について、また、複合臭に対応できる臭気規

制の導入について、市町村に働きかけます。

+ 畜産経営に起因する悪臭の防止

悪臭防止について、平成15（2003）年度に引

き続き、畜産環境パトロールを行い、悪臭防止技

術等についての指導を行います。
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4 
4－1 水質汚濁の防止
) 水質の監視

公共用水域や地下水の水質を継続的に監視する

ことで、水質の経年変化を把握・分析し、汚濁負

荷量の削減を進めます。

* 流域ごとの評価検討

流域の的確な水質保全を進めるため、流域での

発生負荷量の実態調査を実施するとともに評価検

討を行い、汚濁要因に応じた対策を実施します。

+ 水質総量規制の推進

伊勢湾に流入する汚濁負荷量の削減を図るた

め、第５次総量規制において化学的酸素要求量

（COD）に加え、窒素及び燐を指定項目として追

加し、総量規制を実施しています。

工場・事業場に対し汚濁負荷量の削減指導を行

うほか、富栄養化防止の啓発に努めます。

, 環境基準類型の指定・見直し

水道水源や水産養殖に利用されている水域につ

いては、環境基準の類型を指定することで水質の

保全を図ります。また、環境基準類型のあてはめ

を行った水域のうち、現状水質がより上位の環境

基準を達成できる水域については環境基準類型の

見直しを行うことで水質の保全を図ります。

- 工場・事業場に対する規制・指導

県内の規制対象事業場の排水監視及び処理施設

の維持管理指導等を実施し、公共用水域の汚濁軽

減を図ります。

. 畜産経営に起因する水質汚濁の防止

水質汚濁防止について、平成15（2003）年度

に引き続き畜産環境パトロールを実施し、浄化処

理機能維持技術等についての指導とともに、素掘

処理、野積処理についての改善指導を行います。

/ 伊勢湾の総合的な利用と保全に係る広域連携の

推進

平成15年度に引き続き、「伊勢湾の総合的な利

用と保全に係る指針」に基づいた、具体的な事業

の実施状況やその事業による成果について調査・

検証を行います。

水環境の保全 0 「伊勢湾再生ビジョン策定調査報告書」に基づ

く施策の推進

「伊勢湾再生ビジョン策定調査報告書」を踏ま

え、平成16（2004）年度には、伊勢湾再生に関

する取組を推進するとともに、取組が横断的、総

合的に進められるよう、庁内関係部局で組織する

「伊勢湾再生連絡調整会議」を開催し、具体的な

事業の連携・推進を図ります。

また、伊勢湾再生に向けての問題点・課題等を

明確にするための調査・研究事業やシンポジウム

等を開催し、情報の蓄積・共有を図りながら、県

民の皆さんやＮＰＯなどによる様々な取組が相乗

的な効果を現すことができるようネットワークの

拡大を図ります。

4－2 生活排水対策の推進
) 生活排水処理施設整備の推進

生活排水処理施設整備計画（生活排水処理アク

ションプログラム）の見直しを行うとともに、県

と市町村とが連携を図り、地域の事情に最も適し

た事業の推進を図ります。

* 浄化槽の設置の促進

ア 浄化槽の設置促進

53市町村を対象に5,276基の整備に対する補

助を行います。

イ 浄化槽市町村整備事業の推進

市町村が生活排水対策の一環として実施する

事業で、地域特性を勘案し、住宅の浄化槽を市

町村自ら設置し、維持管理をする特色を持って

います。

三重県では、平成16年度には飯南町・飯高

町・宮川村・南島町・勢和村・青山町で事業を

行うこととなっており、県補助の採択要件とし

て高度処理型機能についても義務付けをし、地

方債の元利償還金の支払のための基金に対し補

助を行います。

ウ 高度処理型浄化槽の設置促進

伊勢湾等の富栄養化対策を推進するため、窒

素等の除去能力に優れた高度処理型合併処理浄

化槽の整備に対する補助を行います。

+ 生活排水対策の啓発等

ア 三重県生活環境の保全に関する条例に基づく
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